
 

 

 

 

 

 平成２５年８月８日、９日の２日間夕張市において、国、北海道及び夕張市の実務者レベルの三者協議が開催されました。 

 三者協議は、昨年に引き続き２回目の開催となります。 

 １日目は、本市の現状を国、北海道に理解してもらうため、ＣＢＭ（炭層メタンガス）開発有力区域など市内各所の視察を行いまし

た。終了後、市役所において、国、道、市議会及び市の４者面談を行い、その後協議を開会しました。冒頭の市長挨拶の後、昨年度登

録した４５項目の課題について現状報告を行いました。 

 ２日目は、今年度新たに生じた課題や予算計上などの形で解決されたものを含めて再整理した７０項目の課題について概要を説明し、

その中でも夕張市が目指すコンパクトシティ構想を実現するために、特に優先して取り組むべきと考える１８項目を重点課題として協

議を行いました。その後、市長と国、北海道の担当者との懇談が行われました。 

 なお、この三者協議は、今後も継続して開催されることとなっております。 

 今回は、三者協議に登録した７０項目に加え、重点的に協議を実施した１８項目について協議の経過及び結果の概要をお知らせしま

す。 

【問合せ先】市財務課財政係 ℡５２－３１２２ 

 

あああああ 

 

国、北海道及び夕張市の三者協議について 

７０項目課題一覧 ※ 網掛けは重点協議事項 

　（一　般）

1 短 生活館等の維持管理 40 中長 確定申告支援システムの更新

2 短 市立診療所の施設の老朽化について 41 中長 家屋評価図形計算システムの更新

3 短 ゆうばり小学校副読本の作成（部分改正） 42 中長 旧富野じん芥焼却場の解体

4 短 葬斎苑火葬炉整備 43 中長 初ケ台浴場の運営管理の問題について

5 短 汚泥再生処理センター(し尿処理場新施設)建設に係る財源確保 44 中長 はしご付消防自動車の更新

6 短 ゆうばりテニスコート砂入れ替え 45 中長 小中学校パソコン整備

7 短 道営住宅取得及び道営住宅建設について 46 中長 戸籍事務の電算化導入

8 短 し尿処理場閉鎖に伴う各処理槽清掃 47 中長 ＰＣＢ廃棄物の処理

9 短 し尿処理場閉鎖に伴う維持管理 48 中長 北海道公立学校校務システムの導入について

10 短 学校統合に伴う児童・生徒の遠距離通学費 49 中長 北海道開発局の最終処分場管理業務受託

11 短 観光施設のあり方（指定管理施設・休廃止等施設） 50 中長 職員住宅の除却について

12 短 小学校におけるＩＣＴ教育について 51 中長 公会計の整備推進について

13 短 小学校及び中学校用教科用図書採択に係る経費 　（法律事項）

14 短 交通体系の確保 № 区　分 項　　　目

15 短 消防通信指令台整備 52 短 消防救急無線デジタル化整備

16 短 救急救命士の養成について 53 短 産業医及び衛生管理者の委嘱

17 短 ゆうばり小・夕張中の全教職員のパソコンの更新について 54 短 法改正によるシステムの改修（マイナンバー法の施行）

18 短 進発の像修復 　（歳入確保項目）

19 短 地域再生のための商工・観光振興事業について № 区　分 項　　　目

20 短 農業振興施策 55 短 ふるさと納税の啓発

21 短 市有林の造林計画（歳出） 56 短 市有林の造林計画（歳入）

22 短 平和運動公園管理(平和運動公園の芝張替) 57 短 市有財産の売却に係る歳入確保

23 短 滞納管理システムの改修について 58 中長 CBM(炭層メタンガス)の有効活用

24 短 日吉2号井分岐点から老健施設間の埋設管のメンテナンスについて 59 中長 鉱業権（石炭採掘権）の処分について

25 短 公園施設の補修 　（前回解決済み）

26 短 消費生活相談業務 № 区　分 項　　　目

27 短 共同浴場券売機の更新 60 短 橋梁の点検・補修・架替

28 短 情報化推進（ホームページのリニューアル） 61 短 夕張市耐震改修計画に基づく耐震改修等について

29 短 水土里情報システムの更新 62 短 行政財産の計画修繕

30 短 じん芥収集車両の購入 63 短 不用公共施設除却(市有財産の解体及び管理について)

31 短 小学校・中学校　就学援助(補助)費の拡充 64 短 行政財産の計画修繕（文化スポーツセンター）

32 短 ズリ山管理 　（個別協議事項）

33 中長 市営住宅再編事業（Ⅱ計画）　 № 区　分 項　　　目

34 中長 市営住宅再編事業（Ⅲ計画）　 65 短 定年退職者の再任用

35 中長 清陵浴場ボイラーの更新 66 短 行政執行体制の確保（派遣職員）

36 中長 市立診療所等改築事業 67 中長 交際費について

37 中長 一般廃棄物最終処分場建設 68 中長 議会活動経費について

38 中長 市民のニーズに応じた多様な情報環境の整備 69 中長 消防職員数

39 中長 子育て環境の充実 70 中長 職員給与の改善

№ 区　分 区　分項　　　目 項　　　目№



（一　般）

国（総務省） 北海道 解決 継続

1 短 生活館等の維持管理 市民課

施設の老朽化、管理体制（町内会）の高
齢化、組織体制の縮小化による今後の
施設運営・維持管理について検討。

・　地域コミュニティの中核的な施設であ
ることから、計画変更に向けて具体的な
議論を進めていく。

・　コミュニティ活動の拠点として施設存
続に必要な最低限の助成の必要性は認
められる。
・ 　住民の意向調査や施設毎の収支予
測を行い、集約化も視野に中長期的な
あり方を検討した上で、施設に応じた当
面の助成を検討すべき。

○

・　施設存続のための最低限の助成の必
要性は認められるため、実施の方向で検
討。

2 短 市立診療所の施設の老朽化
保健
福祉課

市立診療所施設の老朽化に伴う計画修
繕の財源確保。（木製電柱・ボイラー配
管・アスファルト陥没・非常用蓄電池）

・　老朽化し緊急性の高いものから順次、
修繕について具体的に議論していく。

・　修繕費用については、指定管理者と
充分協議を行い市の負担割合を決定さ
れたい。
・　市立診療所の移転改築に向けて、
「地域医療対策協議会」における議論を
早期に取りまとめる必要がある。

○

・　緊急性の高い事業については、短期
課題に係るものとして実施の方向で検
討。
・　市立診療所の移転改築について、修
繕による対応が長期化することのないよ
う留意。

3 短
ゆうばり小学校副読本の作成
（部分改正）

教育課

小学校3・4年生の社会科で使用する副
読本「ゆうばり」の改訂費用（印刷・製本
費用）の財源確保。

・　社会科の授業として定着しており、重
要な取り組みであることから実施の方向
で検討する。

・　夕張市の財政再生やコンパクトシティ
に向けた取り組みなどを含めた内容に改
訂することにより、地域の将来を担う人材
育成の観点からも、副読本改定の意義
が認められる。

○

・　子育て施策の一環として必要性が認
められるため、実施の方向で検討。

4 短
道営住宅取得及び道営住宅
建設

建設課

市営住宅の再編に伴う道営住宅の取得
経費の確保及び道による円滑な建設の
実施（市の道営住宅買取戸数の約60％
を道が建設）の推進。
【関連】「市営住宅再編事業」

・　道担当部局と十分相談の上進めてい
ただきたい。

・　道建設部住宅局住宅課と、種々連絡
を取り合い事業を進められたい。
・　公営住宅事業債は公営住宅等の建
設、買い取りまたは改善のほか、用地の
取得造成に活用できるので、事業の財源
として検討していただきたい。

○

・　道の支援策として、市と道が連携し、
引き続き事業を進める。

5 短
学校統合に伴う児童・生徒の
遠距離通学費

教育課

へき地児童生徒援助費等補助金（文科
省・1/2補助）が、中学校（H26）・小学校
（H27）で打切りとなることに対する補助
金相当分の財源確保。

・　補助制度の動向を見据えながら、引
き続き検討する。

・　道としても、本補助金の補助率の嵩上
げと補助対象期間の延長を、国に要望し
ていく。 ○

・　補助終了による財源不足の対応策と
して、へき地児童生徒援助費等補助金
の嵩上げと対象期間の延長について、引
き続き国に要望。

6 短 小学校におけるＩＣＴ教育 教育課
ゆうばり小学校におけるＩＣＴを活用した教
育環境の整備に向けた検討。

・　具体的手法や効果を含めて、引き続
き検討。

・　夕張市における総合的な子育て政策
のあり方を検討する中で、総合的に判断
すべき。

○
・　夕張市における総合的な子育て施策
のあり方を検討する中で、ＩＣＴ教育の導
入について、引き続き検討。

7 短
小学校及び中学校教科用図
書採択に係る経費

教育課

これまで市単独で行なってきた小・中学
校用教科用図書の採択業務の対応が
困難となったため、採択地区協議会への
加入手続及び協議会負担金の財源確
保。

・　必要な事業であり　管内の採択地区
加盟の方向で検討。

・　他の採択地区に加盟せざるを得ない
ことから、負担金に係る再生計画変更は
やむを得ない。 ○

・　子育て施策の一環として必要性が認
められるため、実施の方向で検討。

8 短 交通体系の確保
まちづくり
企画室

公共交通機関の持続可能な維持・確保
と公共交通利用者の利便性の確保に配
慮した交通体系の構築。

・　高齢化が進む市の現状を踏まえると、
交通体系のあり方の検討は重要。
・　国の補助制度を効果的に活用しなが
ら、「夕張市地域公共交通協議会」にお
いて引き続き検討を実施していただきた
い。

・　「夕張市地域公共交通協議会」にお
ける各種調査結果を基に、市民をはじめ
交通事業者や関係機関と充分協議を行
い、進められたい。 ○

・　「夕張市地域公共交通協議会」を中
心として引き続き事業を進める方向で検
討。
・　各種調査等をもとに具体的な事業内
容について検討を行い、別途個別事項
について協議。

9 短 市有林の造林計画（歳出） 産業課

高齢級のカラマツの間伐が補助対象と
なったことに伴い、今後の造林事業費の
積算を含め、「夕張市造林15年計画」の
策定に向けた調査・検討の実施。
【関連】「市有林の造林計画（歳入）」

・　復興関連予算を見込んだ財源スキー
ムや長期的な事業全体としての確実性
について十分検討する必要がある。

・　空知総合振興局林務課及び森林室
普及課と連絡を取り合って計画策定を進
めていただきたい。
・　ただし、立木売り払いによる歳入確保
の確実性や、復興関連予算を見込んだ
財源スキームなど、不確定要素について
引き続き検討する必要がある。

○

・　地域資源を活用した歳入確保対策と
して、造林計画の策定については進める
方向で検討。
・　事業の実施にあたっては、収入の確
実性や財源スキームについて引き続き
検討。

10 短 ズリ山管理
まちづくり
企画室

石炭採掘の際に発生するズリが堆積する
ズリ山について、大雨や雪解け水による
崩落の危険性があるため、安全性の確
保などの管理のあり方について検討。

・　災害の危険性があり緊急性の高い事
業は道と連携して対応されたい。
・　ズリの売却については歳入が見込める
ものであり、再生計画の遂行に資すること
から、引き続き検討していただきたい。

・　災害復旧事業については、道庁内部
の連携を密にしながら情報収集や調整
に努め、支援していきたい。 ○

・　災害復旧など緊急性の高い事業につ
いては、実施の方向で検討。
・　ズリの売却の可能性について引き続き
検討。

11 中長 市営住宅再編事業（Ⅱ計画） 建設課

「夕張市営住宅等長寿命化計画」に基
づき現在進められている市営住宅再編
事業（Ⅰ計画）　の継続実施。 ○

12 中長 市営住宅再編事業（Ⅲ計画） 建設課

「夕張市営住宅等長寿命化計画」に基
づき現在進められている市営住宅再編
事業（Ⅰ計画）　の継続実施。 ○

13 中長 市立診療所等改築事業
保健
福祉課

医療保健対策協議会において市立診療
所のあり方、改築の進め方等に関する検
討。

・　市立診療所の移転改築について、
「医療保健対策協議会」での議論を進め
ていただきたい。

・　市立診療所の改築や地域医療体制
は、夕張市の地域再生に向けて重要な
課題であると考えており、早期に協議会
の結論が取りまとめられるよう、市と連携
を密にし、必要な助言を行う。

○

・　「夕張市医療保健対策協議会」にお
ける議論の進展を踏まえて、引き続き検
討。

14 中長 子育て環境の充実
まちづくり
企画室

育児・子育て環境の充実について、施設
面、学力面などから検討を行い、子育て
世代が安心して子どもを産み、育てること
ができる環境づくりについて検討。

・　子どもを持つ人が安心して生活できる
環境づくりが必要であり、引き続き検討･
協議を進めていく。
・　社会保障と税の一体改革により、今
後国の子育て政策が大きく変わるので、
新しい枠組みの中での対応を十分に検
討していただきたい。

・ 　子どもの成育や教育環境への配慮は
再生計画でも明記されているところであ
り、道としても定住対策や地域の人材育
成の観点からその必要性を認識してい
る。
・ 　子育て環境についてはソフト・ハードを
含めた総合的な議論に合わせ、道として
の支援のあり方を検討したい。

○

・　定住対策の一環として、事業を進める
方向で検討。
・　父母・教員等による検討会の議論な
ども踏まえて、総合的な検討を行った上
で、別途具体的な事業内容について協
議。

（歳入確保項目）

国（総務省） 北海道 解決 継続

15 短 ふるさと納税の啓発
まちづくり
企画室

年々減少傾向にある寄付金を確保する
ため、「ふるさと納税」について市民をはじ
め幅広い層への積極的な啓発活動を実
施。

・　夕張市は知名度が高いので、手法を
工夫し、民間とも連携しながら、積極的に
取り組んでいただきたい。

・ 　歳入確保策としての寄附金の普及啓
発の必要性は理解できるので、早期に取
り組むべき。 ○

・　歳入確保対策として必要性が認めら
れるため、実施する方向で検討。

16 短 市有林の造林計画（歳入） 産業課

高齢級のカラマツの間伐が補助対象と
なったことに伴い、今後の売払い計画を
含め、「夕張市造林15年計画」の策定に
向けた調査・検討の実施。
【関連】「市有林の造林計画（歳出）」

・　復興関連予算を見込んだ財源スキー
ムや長期的な事業全体としての確実性
について十分検討する必要がある。

・　空知総合振興局林務課及び森林室
普及課と連絡を取り合って計画策定を進
めていただきたい。
・　ただし、立木売り払いによる歳入確保
の確実性や、復興関連予算を見込んだ
財源スキームなど、不確定要素について
引き続き検討する必要がある。

○

・　地域資源を活用した歳入確保対策と
して、造林計画の策定については進める
方向で検討。
・　事業の実施にあたっては、収入の確
実性や財源スキームについて引き続き
検討。

17 中長
ＣＢＭ（炭層メタンガス）の有効
活用

まちづくり
企画室

新たなエネルギーとして期待されるＣＢＭ
（炭層メタンガス）の事業化及びエネル
ギーの地産地消モデルのＰＲの推進。

・　地域資源の開発により、地域が活性
化することが重要であり、コンパクトシティ
構想に基づくまちづくりにも寄与するもの
と考えるので、引き続き助言などに努め
る。

・　引き続き「石炭資源有効活用研究
会」や「北海道石炭対策連絡会議」など
において、情報提供や国への要望を行
う。

○

・　地域資源を活用した歳入確保対策と
して、事業を進める方向で検討。

（個別協議事項）

国（総務省） 北海道 解決 継続

18 中長
行政執行体制の確保（派遣職
員）

総務課

必要な行政執行体制の確保。
（派遣期間終了を視野に入れた計画的
な職員採用、実態に見合った職員数の
再生計画への反映、人件費の増加分の
財源確保）

・　組織体制の確保と財政再生計画の
達成とのバランスを鑑みながら、引き続
き検討する必要がある。
・　道及び市長会等へ職員派遣の要請
を行った上で、人材育成も含め考えてい
く。

・　コンパクトシティへの取組など、新たな
地域再生に向けた課題への対応が求め
られている中で、分野別に必要な職員数
の精査や人材育成、資格職員の養成な
どにより将来、市自らが必要な行政サー
ビスを提供できる体制にしていかなけれ
ばならない。
・　道としては、夕張市の職員体制や、地
域の再生のために必要な事業の実施状
況などをお聞きし、来年度以降の道職員
の派遣について協議していきたい。
・　また、行政執行体制の更なる効率化
のため、業務ノウハウの蓄積やマニュア
ル作成などの支援に向けた方策を検討
したい。

○

・　引き続き市及び道から市長会等に要
望を行い、市長会等からの派遣の見通し
も見ながら、道からの派遣や新規採用を
検討。

※　結果欄については、次により区分しています。
　・解決　～　財政再生計画の変更へ向けて作業を行う課題
　・継続　～　共通認識を持って、解決方法を継続して協議していく課題

「国、北海道及び夕張市の三者協議」における１８項目の協議経過及び結果の概要

協議結果の概要
課題に対する主な意見

区分
結　果

協議結果の概要

№ 項　　　目
結　果

担当課 事業概要区分

№

・　コンパクトシティは、現在のⅠ期では達
成しないので、Ⅱ期、Ⅲ期を進めていくこ
とも重要な検討課題。
・　この事業を含め懸案事項の実施によ
る一般財源の確保、起債の発行状況
等、将来にわたる財政再生計画に与え
る影響を検討する必要がある。

・　コンパクトシティ構想の実現のためには
不可欠な事業である。財源の確保をはじ
め財政再生計画への影響も検討しつつ、
長期的な視点をもって引き続き検討が
必要。
・　市においては、平成２６年度を目処に
早めのスケジュール感で協議いただける
よう配慮願いたい。

・　平成２６年度を目処に、Ⅱ期計画実
施に伴う財源の確保や財政指標への影
響を検証した上で、事業規模等について
検討。

№ 区分 項　　　目 担当課 事業概要
課題に対する主な意見 結　果

協議結果の概要

項　　　目 担当課 事業概要
課題に対する主な意見


